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平成 29年 10月 26日（木）午前９時  
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議    案 

 

 

 

１．自主規制規則の見直しに関する検討計画への対応について 

― 協会員の従業員による信用取引及び有価証券関連デリバティブ

取引等の禁止の見直し 

― 取引所又は証券金融会社による規制措置が取られている銘柄に

係る説明義務の適用除外 

２．その他 

 

以  上 
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資料 1 

「協会員の従業員による信用取引及び有価証券関連デリバティブ取引等の禁止の

見直し」に係る意見募集結果（概要）を踏まえた対応について 

 

平成29年10月26日 

 

１.意見募集結果（概要） 

 

（質問２ 集計結果） 

-従業員による信用取引等の解禁議論を進める是非- 

①解禁の必要性及びメリットがあるので、検討を進めたほうがよい  １社 

②解禁の必要性及びメリットはさほど感じないが、検討は進めたほうがよい ５社 

③解禁の必要性及びメリットはあるが、態勢構築等が困難（コストを含む）と考え

られるので、これ以上検討を進めないほうがよい 
１社 

④解禁の必要性及びメリットが感じられないので、これ以上検討を進めないほうが

よい  
５社 

  

（解禁のメリットについて） 

 「①解禁の必要性及びメリットがあるので検討を進めたほうがよい」は１社、及び「③解

禁の必要性及びメリットはあるが、態勢構築等が困難（コストを含む）と考えられるので、

これ以上検討を進めないほうがよい」を選択したのは１社であり、解禁にはメリットがあ

るとした社は合わせて２社であった。 

一方、解禁の必要性及びメリットがないとする「②解禁の必要性及びメリットはさほど

感じないが、検討は進めたほうがよい」及び「④解禁の必要性及びメリットが感じられな

いので、これ以上検討を進めないほうがよい」は合わせて10社であった。 

   ⇒大半の社が、解禁の必要性及びメリットを感じられないとしていることが明らかである。 
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（管理態勢の構築について） 

 解禁を行った場合に、従業員の投機的取引を防止するために必要と考えられる措置につい

て、半数以上の社が必要と回答した項目が12の項目のうち8項目（①②③④⑤⑦⑧⑪）に上

った。 

⇒解禁した場合、強固な管理態勢が必要であることが共通認識された 

 

(質問１ 集計結果)  

-解禁した場合に必要であると考えられる管理態勢- 

 

（検討の継続について） 

 質問２において、「①解禁の必要性及びメリットがあるので検討を進めたほうがよい」を選

択されたのは１社のみという状況であった。 

また、「②解禁の必要性及びメリットはさほど感じないが、検討は進めたほうがよい」

を選択したのは５社であった。 

⇒②を選択した理由の大半は、解禁についてではなく、投機的取引が何であるか明らかに

できれば参考となるためということと見受けられる。ただし、一部には、ヘッジ取引を

認めてほしいとの意見もあった。 

①従業員が信用取引等を行うとき取引の都度個別銘柄ごとに事前に協会員の承認を

得る  

８社 

 

②従業員と顧客との間の利益相反関係を考慮し、信用取引等を行うことができる部

署を限定する 

７社 

③従業員が行うことができる取引の種類・類型、取引可能な銘柄等を限定する     ９社 

④従業員が信用取引等を行うことができる目的（例：既存ポジションのヘッジ目的）

を限定する 

８社 

⑤従業員が信用取引等を行うとき、金額・数量・期間・回数など一定の基準を設け

る    

10社 

⑥従業員が信用取引等を行うとき、事前に個別または集合で研修を実施する ４社 

⑦従業員が行った信用取引等について、従業員から取引残高報告書等により報告さ

せる 

６社 

⑧従業員の信用取引等による不公正取引が行われていないかモニタリングを行う ８社 

⑨従業員の信用取引等の状況を取締役会等（コンプライアンス委員会などのコンプ

ライアンスに関する会議体を含む）に定期的に報告する  
２社 

⑩従業員の信用取引等の状況を日本証券業協会に定期的に報告する ０社 

⑪従業員が他の協会員に口座を開設（既に他の協会員に口座を開設している場合も

同じ）するとき、必ず事前承認を行う 
７社 

⑫従業員の信用取引等に関する社内規則等を金融庁に届出する ０社 

⑬その他 ５社 
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２．意見募集結果を踏まえた対応 

 

① 「解禁」の議論について 

意見募集結果では、検討を希望する社においても、本規制の「解禁」の議論ではなく、「投

機的取引」の定義を明らかにしたいことが主な理由であった。 

 しかしながら、法令で規定される「専ら投機的利益の追求を目的とした取引」は、取引

の個別事例に即して個別具体的に判断されるものであることから、その定義や基準を一律

に示すことは困難であると考えられる。 

また、現状でも現物株式については、法令で規定される「専ら投機的利益の追求を目的

とした取引」に抵触しないよう各協会員の業態やリスクに応じて、反対売買禁止期間（保

有期間制限）や場中取引の禁止等を社内規程に定めるなどしている。そのような中、本協

会が、信用取引の基準や「投機的取引」の定義を一律に示すことは、困難であると考えら

れる。 

加えて、検討を進めないほうがよいという社、必要とされる管理態勢の構築も多くメリ

ットを感じないという社が多いことは明らかである。 

⇒よって、「解禁」についての議論は進めないことでよいか。 

   

 ② 従業員規則第７条第４号への例外追加に係る検討の有無 

上記①を踏まえたうえで本WGにおいて議論できるのは、明らかに投機的ではない取引を

従業員規則第７条第４号の例外に位置づけることを検討することではないか。 

なお、平成19年開催の本WGにおいて、報酬として取得した株式・ストックオプションの

ヘッジ取引については投機的取引ではないことが明らかであることから、従業員規則第７

条第４号の例外として位置づけた経緯がある。 

   

 

以 上 
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資料 ２ 

「取引所又は証券金融会社による規制措置が取られている銘柄（日々公表銘柄）に係る 

説明義務の適用除外」に係る意見募集結果（概要）を踏まえた対応について 

                    

平成 29年 10月 26日 

 

１．意見募集結果（概要） 

  

（質問３ 集計結果） 

－日々公表銘柄の説明義務の廃止に係る要望の再開の是非－ 

① 再開したほうがよい    ２社 

② 一旦検討を中止したほうがよい（※） 10社 

※ PTSにおける信用取引の開始決定後の状況を確認後、改めて議論を再開するかどうか、本

WGにおいて事務局よりお諮りする予定。 

 

（議論継続について） 

 日々公表銘柄に関する説明義務の廃止について、検討時期を延期したほうがよいといった

意見が大勢を占めた。主な延期の理由としては、PTSにおける信用取引全体の枠組みがわか

ってから検討すべきといった意見が多く、当該取引が解禁された際、再度、本規制を見直

す必要が生じた場合に、システム改修や社内対応の再変更など、規制コストが過重となる

ことが考慮されたものと考えられる。 

⇒ 検討は一旦中止すべきという意見が大半であった。 

 

（議論再開に向かっての準備について） 

 一方で、PTSにおける信用取引とは切り離して、現在の取引所における信用取引に関する対

応として、議論を進めたほうがよいといった意見もあった。 

⇒ 取引所における信用取引の説明義務廃止の是非について、次年度以降の検討再開時の材

料として、一定の方向性は議論できると考えられるがどうか。 

 

（日々公表銘柄の周知性等について） 

 規則見直し提案では、取引所における信用取引の日々公表銘柄に係る周知性（取引所ホー

ムページ、協会員ホームページの公表及び日本経済新聞朝刊の掲載）が認められるので、

協会員から重ねて情報提供することについて、顧客のニーズは低いと考えられるとしてい

た。これが共通認識であれば、PTSにおける信用取引に係る日々公表銘柄の周知方法の決定

により、説明の要否を議論すればよいことになると考えられる。 

 また、日々公表銘柄の指定を受けた銘柄は、信用取引に係る委託保証金の率の引上げや、

代用有価証券の代用掛目の引下げなどとは異なり、取引条件を規制する制限ではないため、
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説明義務を課す必要性があるか議論してはどうかといった意見もある。 

 一方で、現状の方法では十分とは言えないとの認識が多数であれば、PTSにおける信用取引

に係る日々公表銘柄の周知方法の決定如何にかかわらず、説明義務の廃止は不可能と考え

られる。 

⇒ 現状の周知性等について認識は如何か。 

 

（質問４ 集計結果） 

－日々公表銘柄の説明義務の対象取引範囲の見直し提案に対する議論の是非－ 

① 議論を行ったほうがよい      ４社 

② 議論を行う必要はない  ５社 

③ 本提案は、平成 28 年度に提出された本要望と同じ規則の議論であるた

め、本要望の議論と同時に行ったほうがよい 
３社 

 

（対応について） 

 回答①の選択理由は、本規制の対象取引の範囲を信用取引の新規受託に限定すべきという

ものであった。その一方、義務の細分化を望まない意見や、そもそも本件は改善提案とは

別議論であり、今回は議論を行う必要はないとする意見もあった。また、質問３と同じ規

則に関する議論となるため、説明義務の廃止議論の再開時に合わせて議論すべきとの声も

あった。 

⇒ 議論を希望する社は少数であった。 

 

２．意見募集結果を踏まえた対応 

 

① 日々公表銘柄の説明義務の廃止について 

一旦検討を中止したほうがよいという社が大多数であった。その一方で提案のあった周知性

や規制の意義について現状認識の確認を行っておく必要性も考えられる。 

⇒ 一旦検討は中止するが、提案のあった周知性等についての現状認識を確認することでよ

いか。 

 

 ② 日々公表銘柄の説明義務の対象取引範囲の見直しについて 

現時点で説明義務の対象取引の範囲を見直す議論を行うべきとする社は少数であった。 

⇒ 今回は検討を行わないということでよいか。 

 

以 上 



資 
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参 考 １ 

意見募集結果 

                    

平成 29年 10月 26日 

 

事務局では、平成 29年９月 26日開催の第 62回「自主規制規則の改善等に関するワーキング・

グループ」において頂戴した様々な意見を踏まえ、今後の議論の方向性を見出すにあたり、10月

２日から 10日にかけて、ご質問及び意見募集を行い、以下のとおり、その結果を取り纏めた。 

 

○ 協会員の従業員による信用取引及び有価証券関連デリバティブ取引等の禁止見直し 

質問１ 従業員による信用取引等を解禁した場合に、投機的取引などの不公正取引を防止す

るために必要であると考えられる管理態勢について、以下のうち該当するものにす

べてチェックをしてください（複数回答可）。 

（回答） 

①従業員が信用取引等を行うとき取引の都度個別銘柄ごとに事前に協会員の承認

を得る 

８社 

②従業員と顧客との間の利益相反関係を考慮し、信用取引等を行うことができる

部署を限定する 

７社 

③従業員が行うことができる取引の種類・類型、取引可能な銘柄等を限定する ９社 

④従業員が信用取引等を行うことができる目的（例：既存ポジションのヘッジ目

的）を限定する 

８社 

⑤従業員が信用取引等を行うとき、金額・数量・期間・回数など一定の基準を設

ける 

10社 

⑥従業員が信用取引等を行うとき、事前に個別または集合で研修を実施する ４社 

⑦従業員が行った信用取引等について、従業員から取引残高報告書等により報告

させる 

６社 

⑧従業員の信用取引等による不公正取引が行われていないかモニタリングを行う ８社 

⑨従業員の信用取引等の状況を取締役会等（コンプライアンス委員会な 

 どのコンプライアンスに関する会議体をむ）に定期的に報告する 

２社 

⑩従業員の信用取引等の状況を日本証券業協会に定期的に報告する ０社 

⑪従業員が他の協会員に口座を開設（既に他の協会員に口座を開設している場合

も同じ）するとき、必ず事前承認を行う 

７社 

⑫従業員の信用取引等に関する社内規則等を金融庁に届出する ０社 

⑬その他 ５社 
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⇒ 「⑬その他」に記載された必要な管理態勢 

・従前通りの役職員売買ルールを継続し、信用取引は行わない予定【Ｂ社】 

・業界横断のインフラとして、従業員の口座の有無及び銘柄、数量、現物・信用の別等を登録し

たデータベース（所属している協会員でない口座のデータも網羅する）を作成し、一定の制限さ

れた部署から照会が可能とすることで、所属している協会員における実効的な事前確認を実施す

る【Ｄ社】 

・受注する金融商品取引業者に確認義務を課す。【Ｅ社】 

・協会員の従業員における上場会社等の特定有価証券等に係る売買等に関する規則第 4条に基づ

いて各社が定めている態勢。【Ｆ社】  

・他証券において信用取引等を行う場合には、当該他証券は信用取引にかかる取引報告書等をそ

の従業員の所属する証券会社あてに送付する。【Ｇ社】 

 

質問２ 本 WGでの議論及び上記の回答も踏まえ、従業員による信用取引等の解禁の議論を進

めることについてどのようにお考えですか？該当するものにチェックをしてくださ

い。また、選択された理由（解禁の必要性及びメリットがあるとお考えの場合はそ

の具体的な内容を含む）も併せてお示しください。 

（回答） 

①解禁の必要性及びメリットがあるので検討を進めたほうがよい １社 

②解禁の必要性及びメリットはさほど感じないが、検討は進めたほうがよい ５社 

③解禁の必要性及びメリットはあるが、態勢構築等が困難（コストを含む）と考

えられるので、これ以上検討を進めないほうがよい 

１社 

④解禁の必要性及びメリットが感じられないので、これ以上検討を進めないほう

がよい 

５社 

                          

⇒ ①の理由 

・会員の従業員が資産形成やリスク管理に有効な取引手段を利用できるようになるというメリッ

トがあります。また、規則が制定された 70 年前とは協会員の内部管理のレベルも変わってきて

おり、日本取引所グループの意見書にあるような、信用取引等が一律に投機的であるというマイ

ナスのイメージを業界として自ら発信しているようにも見える現状を変えるメリットが期待で

きます。全協会員が一律にあらゆる種類の信用取引等を解禁する必要はなく、例えば、インサイ

ダー取引の懸念がない有価証券の信用取引等（ETFの信用取引および株価指数を原資産とするデ

リティブ取引）を対象に、業態に応じた管理態勢の整備ができる協会員が自社の従業員に対して

解禁することでメリットの実現は期待できるため、検討を継続すべきと考えます。【Ｆ社】 
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⇒ ②の理由 

・投機的利益の追求を目的としない売買について、コンセンサスを得られる可能性もあるので、

WGにおける検討は進めたほうがよい。 

解禁となる結論を得る場合においては、先の地場出し・地場受け規制改正時の規則第 4 条の考え

方と同様なガイドラインで、各社においてルール作成することや留意点等を明記して頂きたい。

【Ｂ社】  

・地場出し・地場受け規制が廃止されたものの、信用・デリバ禁止の観点からは、他社役職員の

フラグ建て管理が残る状況。投機的取引につき、自社役職員は自社で監視する具体的な態勢のイ

メージが共有できれば、信用・デリバの解禁はありうると考える。（例：他社役職員に対して、通

常の顧客管理以上の特別なモニタリング等は不要であることや、各社ベースでは信用・デリバを

原則禁止することも合理的な対応のひとつであることを確認しつつ、投機的取引に該当するおそ

れのない例、ある例についてより明確化を図ることが前提になるのではないか。なお、証券会社

間の取引報告書の直送義務等はそもそも地場出し規制廃止を行ったこととの関係では、実質的な

規制復活になる可能性があるため、現行どおり、各社間の対応は任意（各社が自社役社員に提出

させる）という形にとどめてはどうか。【Ｃ社】 

・投機的売買には明らかに該当しないと考えられる取引（ヘッジ取引、つなぎ売り等）に限定し、

緩和する方向で検討を進めるべきと思料する。ただし、体制構築等の管理コスト（ランニングコ

ストを含む）との兼ね合いもあり、メリットがさほど感じられないことから、丁寧な議論・検討

が必要と考える。【Ｅ社】 

・当社では信用取引等を行いたいという従業員からの要望はほとんど聞かれないため、解禁の必

要性は感じられないが、具体的にどのような行為が法令上禁止されている「投機的取引」に該当

するのかという点に関して協会員で検討し、一定の明確化を図ることには意義があるものと考え

られるため。【Ｌ社】 

・信用取引及有価証券関連デリバティブ取引が解禁された場合、従業員が保有する個別株のポジ

ションのヘッジを目的とした取引が見込めると思われます。但し、投機的利益の追求、インサイ

ダー取引や利益相反取引とならないよう、各社において当該取引を行う際の事前承認手続きや事

後的なモニタリング等による適正なコントロールを整備する必要があると考えます。【Ｍ社】 

・信用取引等が、必ずしも投機的売買ではない場合もあると考えますが、それにつながる恐れも

ある取引であると思われます。管理体制や投機的売買の考え方を示した上で検討が必要かと思い

ます。【Ｊ社】 

・（進め方のご提案）前回の WG で委員のおひとりから、金融庁に対し「専ら投機的利益の追求を

目的として有価証券の売買その他の取引等をする行為」（以下「専ら・・・」）の解釈を求めるべ

きとの意見がありましたが、確かにかなり重たい要求のように思いますし、結局、示された解釈

についてのガイドライン/QA のようなものがないと回らないと思います。ただ、ただ自主ルール
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を検討するにあたってはこの点は避けて通れないようにも思います。 

進め方としては、例えば、「業界として現行ルールに代わるもの（緩和する方向のもの）を新たに

作りますがよいでしょうか。新しいルールは、『●●を対象とし、■■の視点から、実質的に▲▲

が生じるか』の観点から作成します（※）。」というような聞き方で基本方針の確認を金融庁に対

し行い、「イエス」の回答であれば、具体的な議論に入る、というものではいかがでしょうか。 

※「専ら・・・」禁止の実効性を担保する自主ルールのひとつとして、「信用デリバの一律禁

止」に代わり、「①の取引を対象に、②の視点で、実質的に③の弊害がないかどうか」の観点

から新たな自主基準を検討する。 

①規制対象/範囲：広く商品、取引の種類問わない。不公正取引（金商法 158～）には当たら

ない取引も対象。 

②規制の視点：「金額、頻度、取引態様、流動性（銘柄/市場）」 

③規制の実質：株価に及ぼすインパクトが過大かどうか【Ｏ社】 

・検討・議論を進めることは否定しない。解禁後も信用取引等を行う従業員は尐数であると想定

される一方、解禁する場合には社内の態勢構築等の負担は生じるため、解禁の必要性およびメリ

ットは感じられない。仮に解禁したとしても、各協会員の社内での判断等により、従業員による

信用取引等は禁止とする（現状のままとする）取扱いとしてよいか、明確化していただきたい。

【Ｐ社】 

・なぜ今緩和をするのか背景・理由をしっかりと説明してほしい。協会員の処分判断として、信

用取引をしているために「投機的取引」と判断されている事例も過去多い。従ってこれが解禁さ

れたら、「投機的取引」となる判断基準が実態的・具体的に変わるのか、当該基準を協会として示

してほしい。【Ｑ社】 

・信用取引等の解禁の議論を進めるのであれば、一方で、禁止行為である「投機的利益の追求を

目的とする取引」（以下、投機的取引）に該当基準を明確化していただきたい。投機的取引事例を

参照すると信用取引実施の事例も多く、信用取引等の解禁をするものの投機的取引の基準は従来

通り総合的判断という運営では社内に対する説明や運営の見直しが中途半端になる懸念がある。

【Ｒ社】 

 

⇒ ③の理由 

・質問 1、⑬の回答にも記載しましたが、地場だし・受け規制が廃止された状況において、如何

に社内体制を構築しようとも管理態勢には限界があります（悪意を持った従業員が社内規則を無

視して他証券に発注していた場合には、自社では取引状況を把握できない。）。検討を進めるので

あれば、注文を受ける証券会社における規制を導入する議論と併せて行う必要があると考えます。

【Ｇ社】 
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⇒ ④の理由 

・市場の流動性を高めるために行うべきは、協会員のお客さまによる委託売買の活性化と考える。

解禁しても有意なメリットが感じられない一方で、想定されるガバナンス上及び運営上の対応に

係るコストは大きく、経済的に合理性が無いことから課題が多い。【Ｄ社】 

・グローバルの基準からみて、現状のルールが厳しすぎるのであれば、他国の運用を参考にしつ

つ再検討する必要があるかと思う。しかし、ここ数年で投資銀行業務をグローバルに展開してい

る会社においては、個別銘柄の取引自体を自主的に禁止し始めており、（法令諸規則での比較では

なく）実態ベースでみた場合には必ずしも現状のルールが厳しすぎるともいえないのではないか

と思う。こうしたトレンドの中であえて規則を緩和し、内部管理の負担の増加や、顧客との利益

相反リスクを高めるメリットはないように思う。【Ｈ社】 

・当社においては、地場受けは廃止したが、地場出しは社内規則で規制していることから、従業

員による信用取引等の解禁についても、社内規則で規制する方向になると考える。従って、自主

規制規則を改正し従業員による信用取引等を解禁した場合でも、当社従業員に係る管理態勢に変

更はないと考える。なお、業等府令において、金融商品取引業者等の役員若しくは使用人が、専

ら投機的利益の追求を目的として有価証券の売買その他の取引等をする行為を禁止行為としてい

ることから、当社従業員の現物及び信用取引等の売買は管理できるが、地場受けによる他社の従

業員の信用取引等が投機的な取引の禁止行為に該当するか否かの判断及び態勢構築等は困難と考

える。更に、一部の協会員からの要望に対し、全協会員へのしわ寄せがあり、解禁の必要性及び

メリットが感じられず、さらに態勢構築等が困難（コストを含む）と考えられるので、これ以上

検討を進めないでいただきたい。【Ｉ社】 

・基本的には解禁に反対の立場ですが、仮に当社で対応するとすれば、 

質問 1-② 売買審査部× 投資リサーチセンター（調査部等）×  

質問 1-③ 制度信用銘柄での取引のみ 

質問 1-⑤ クロス取引について検討必要性？【Ｋ社】 
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○ 取引所又は証券金融会社による規制措置が取られている銘柄（日々公表銘柄）に係る説明義

務の適用除外 

質問３ 平成 28 年度に提出された本要望について、平成 29 年度に議論を再開したほうがよ

いとお考えですか？該当するものにチェックをしてください。また、選択理由も併

せてお示しください。 

（回答） 

①再開したほうがよい ２社 

②一旦検討を中止したほうがよい（※） 10社 

※ PTSにおける信用取引の開始決定後の状況を確認後、改めて議論を再開するかどうか、本

WGにおいて事務局よりお諮りする予定です。  

 

⇒ ①の理由 

・PTS における信用取引の検討は時間がかかるものと思われ、またその内容も取引所市場におけ

る信用取引とは相当に異なるものになることも想定されるので、取引所信用取引に関する対応と

しての議論を進めても良いのではないかと思います。【Ｇ社】 

・PTS における信用取引の開始決定後の状況が未確定であるにも拘らず、それにあわせて先送り

せず、現在協会員が本規制の影響を感じている状況にあることから、議論を再開し検討をしてい

ただきたい。実効性のある自主規制規則の制定をお願いいたします【Ｉ社】 

・資料 2 の 3 頁に記載された「検討事項」①～③の論点を見る限りでは、尐なくとも特定投資家

に関しては除外されるべきかどうか規則改正を検討してもよいと思われます。金商法においては、

特定投資家に対しては顧客と業者の情報格差を是正するための一定の義務が免除されています。

また協会の投資勧誘規則においても、第 6条の 2（注意喚起文書の交付）、第 8条（確認書の徴求）、

第 10 条（預金等との誤認防止）で特定投資家が除外されていますが、本件に係る第 12 条では除

外されていません。「検討事項」の趣旨を踏まえて、他の説明等義務と比較して第 12 条において

特定投資家を除外しない特段の理由があるのか、協会から説明を頂けたらと考えます。現時点で

目処のたっていない PTS における信用取引の枠組みとの関係についても、特定投資家の取扱につ

いての見直しのみであれば大きな影響はないのではないかと考えます。【Ｍ社】 

・PTSにおける信用取引とは切り離して検討すべきと考えるため。【Ｏ社】 

 

⇒ ②の理由 

・本件の議論にあたっては、日々公表銘柄の指定を受けた銘柄は、取引条件が制限されるもので

はないため、取引条件を制限する規制（信用取引に係る委託保証金の率の引上げや、代用有価証

券の代用掛目の引下げなど）と同様に説明義務を課す必要性があるか議論してはどうか。【Ａ社】 

・PTSにおける信用取引全体の枠組みが判ってから、追加事項を含めて検討すればよいのはないか。
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【Ｂ社】 

・早期に結論を得て実施に至る見込みが小さい状況であれば、検討再開時期は協会事務局運営に

任せたい。【Ｃ社】 

・PTSにおける信用取引の動向を注視するため。【Ｄ社】 

・本議題については、PTS 信用取引制度開始を待つこととして延期していた経緯があり、今再開

しなければならない切迫した事情がないのであれば検討を中止することもやむなしと考える。【Ｅ

社】 

・信用取引顧客は日々公表銘柄の周知方法を認識しているという前提で、該当規則廃止の議論を

しているため、PTS における信用取引の開始決定後の状況を確認後に議論すべきと考えます。な

お、当社は個人向けにインターネット経由の信用取引をサービス提供していますが、信用取引を

行う個人がすべて日々公表銘柄の周知方法を認識し、日々公表銘柄であることを確認して取引し

ていると考えることは無理があると考えます。【Ｆ社】 

・PTSにおける信用取引の開始決定後の状況を確認してからの方が良いと思います。【Ｊ社】 

・質問 3-②の通りではあるが、例えば、HP等に公表している事を顧客に予め書面で交付し、説明

する方法等を認める事で対応できるのではないか？とも考えます。【Ｋ社】 

・PTS の信用取引の解禁の議論が煮詰まってない中で、この議論を進めるのは時期尚早と考えま

す。【Ｎ社】 

 

質問４ 「投資勧誘規則」第 12 条の説明義務の対象について、「信用取引の新規受託」に限

定する（反対売買、現引き、現渡しを除外する）ことを検討してはどうかとの提案

がありました。本提案について、平成 29 年度の本 WG で議論を行ったほうがよいと

お考えですか？該当するものにチェックをしてください。また、選択理由も併せて

お示しください。 

（回答） 

①議論を行ったほうがよい ４社 

②議論を行う必要はない ５社 

③本提案は、平成 28年度に提出された本要望と同じ規則の議論であるため、本要

望の議論と同時に行ったほうがよい 

３社 

                                                                                                                     

⇒ ①の理由 

・「投資勧誘規則」第 12条の説明義務の対象について、「信用取引の新規受託」に限定する案を支

持します。【Ｄ社】 

・本提案は、PTS信用取引の内容に関わらず、議論は出来るものと思料する。なお、第 12条の趣

旨は「過当勧誘の防止」にあることから、議論の対象は第 3 項に限定せず、第 2 項乃至第 5 項を
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対象として、いずれも「新規取引」に係る規制措置とすることを検討すべきと考える。【Ｅ社】 

・「信用取引の新規受託」に限定する理由として、本規制の説明状況のモニタリング時に、単価訂

正、反対売買、現引き、現渡しにおいて、顧客の投資判断が変わったことを認識したことがない

ことから、実効性のある自主規制規則の制定（見直し）をお願いするものです。【Ｉ社】 

・反対売買、現引き、現渡しの性質を踏まえた議論をすべきと考えるため。【Ｏ社】 

 

⇒ ②の理由 

・PTS における信用取引全体の枠組みが判ってから、追加事項を含めて検討すればよいのはない

か。【Ｂ社】 

・趣旨は理解しますが、対応を細分化するのは別途のリスクが生じると考えます。対応としては

「信用取引に対する規制」全般について検討すべきではないかと考えます。【Ｇ社】 

・本要望の議論と同時に行っても良いが、別要望とも考えられるので。【Ｊ社】 

・例えば信用取引で買付後に規制措置となったと仮定した場合、顧客が反対売買や現引きをする

際には、顧客が規制措置について知らない状況も考えられる等の理由から。【Ｋ社】 

・特にこの点に絞った議論は必要ないと思われます。【Ｍ社】 

・投資勧誘規則第 12条第 3号の信用取引における規制銘柄の周知義務の趣旨は、投資家保護を目

的としたものであり、この点第 5 号の周知義務と同様の効果を目的としていると思われ、信用取

引規制銘柄の周知義務のみを撤廃することに疑問がある。【Ｎ社】 

 

⇒ ③の理由 

・早期に結論を得て実施に至る見込みが小さい状況であれば、検討再開時期は協会事務局運営に

任せたい。【Ｃ社】 

・要望は信用取引を行う顧客がすべて日々公表銘柄の周知方法を認識し、日々公表銘柄であるこ

とを知って取引しているということを前提としています。一方で、WGでの提案は新規建てしたと

きに日々公表銘柄ではなかったものの、返済時には日々公表銘柄に指定されていた場合、その情

報によって投資判断が変わらないということを前提としています。同じ規則の議論ではあります

が、両者の議論の前提が異なるため、慎重に議論したほうがよいと考えます。【Ｆ社】 

 

 

以 上 
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参 考 ３ 

信用取引の契約締結前交付書面（参考様式）【抜粋】 

（この書面は、金融商品取引法第 37 条の 3 の規定によりお渡しするものです。） 

 

 この書面には、信用取引を行っていただく上でのリスクや留意点が記載されています。あ

らかじめよくお読みいただき、ご丌明な点は、お取引開始前にご確認ください。 

 

○信用取引は、お客様に一定の保証金(委託保証金)を当社に担保として差し入れていただ

き、売付けに必要な株券(※)、優先出資証券、投資信託の受益証券、投資証券等(以下｢株

券等｣と言います。)や買付けに必要な資金を当社からお客様にお貸しして売買を行ってい

ただく取引です。 

○信用取引には、２つの種類があります。具体的には、「制度信用取引」と｢一般信用取引｣

の２種類があります。この２つの信用取引の間には、利用できる銘柄の範囲や返済の期

限等について異なる制約がありますので、ご注意ください。 

○信用取引は、多額の利益が得られることもある反面、多額の損失が発生する可能性をも合

わせもつ取引です。したがって､取引を開始する場合又は継続して行う場合には、取引の

仕組みやリスクについて十分に把握するとともに、投資者自らの資力、投資目的及び投

資経験等に照らして適切であると判断する場合にのみ、自己の責任において行うことが

肝要です。 

（※）株券…この説明書では株券を中心に説明しておりますが、優先出資証券、投資信託の受益証券、投資証券等につきましても、

基本的に取扱いは同じです。 

 

手数料など諸貹用について 

・信用取引を行うにあたっては、別紙「○○○○」に記載の売買手数料、信用管理貹、名

義書換料及び権利処理手数料（一般信用取引）をいただきます。 

・信用取引の買付けの場合、買付け代金に対する金利をお支払いいただきます。また、売

付けの場合、売付け株券等に対する貸株料及び品貸料をお支払いいただきます。 

【注：各社の実情に応じて適宜規定すること。（金額、上限額、計算方法等を記載すること。）】 

 

委託保証金について 

・信用取引を行うにあたっては、別紙「○○○○」に記載の委託保証金（有価証券により

代用することが可能です。）を担保として差し入れていただきます。 

・委託保証金は、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上が必要です。また、有価証

券により代用する場合の有価証券の種類、代用価格等は、別紙「代用有価証券の種類、

代用価格等」に定めるところによります。 

【注：各社の実情に応じて適宜規定すること。（額又は計算方法を記載すること。）】 
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信用取引のリスクについて 

 信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことができることから、時として

多額の損失が発生する可能性を有しています。したがって、信用取引の開始にあたって

は､下記の内容を十分に把握する必要があります。 

 

・信用取引を行うにあたっては、株式相場、金利水準、為替相場、丌動産相場、商品相場

等の変動や、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等の裏付け

となっている株式、債券、投資信託、丌動産、再生可能エネルギー発電設備、公共施設

等運営権、商品、カバードワラント等（以下「裏付け資産」（※１）といいます。）の価

格や評価額の変動に伴い、信用取引の対象となっている株式等の価格が変動することに

よって損失が生ずるおそれがあります。また、その損失の額が、差し入れた委託保証金

の額を上回るおそれがあります。 

 

・信用取引の対象となっている株式等の発行者又は保証会社等の業務や財産の状況に変化

が生じた場合や、裏付け資産の発行者又は保証会社等の業務や財産の状況の変化が生じ

た場合、信用取引の対象となっている株式等の価格が変動することによって損失が生ず

るおそれがあります。また、その損失の額が、差し入れた委託保証金の額を上回るおそ

れがあります。 

 

・信用取引により売買した株券等のその後の値動きにより計算上の損失が生じたり、代用

有価証券の価格が値下がりすること等によって、委託保証金の現在価値が売買代金の

20％未満となった場合には、丌足額を所定の期日までに当社に差し入れていただく必

要があります。 

 

・所定の期日までに丌足額を差し入れない場合や、約諾書の定めによりその他の期限の利

益の喪失の事由に該当した場合には、損失を被った状態で建玉（信用取引のうち決済が

結了していないもの）の一部又は全部を決済（反対売買または現引・現渡）される場合

もあります。更にこの場合、その決済で生じた損失についても責任を負うことになりま

す。 

 

信用取引の利用が過度であると金融商品取引所が認める場合には、委託保証金率の引上

げ、信用取引の制限または禁止の措置等をとることがあります。 

※ 詳細は、各取引所で公表されている「日々公表銘柄の指定等に関するガイドライン」及び「信

用取引に係る委託保証金の率の引上げ措置等に関するガイドライン」でご確認いただけます。 

 

 このように信用取引は、お客様の投資した資金に比べて大きな利益が期待できる反面、

価格の変動が予想と違った場合には、損失も大きくなります。したがって、信用取引を利

用するときは、その仕組みをよく知り、お客様自身の判断と責任において行うようお願い
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いたします。 

 

 

信用取引は、クーリング・オフの対象にはなりません 

・信用取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定の適用はありません。 

 
 

 

 

（以下略） 
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